
平成 29年度「科学技術振興に関する地域懇談会」の開催について 

 

平成 29 年６月８日  

科学技術振興室  

１ 目的 

■ 科学技術振興に関する施策を総合的、計画的に推進していくためには、地域において産学官

金等の適切な役割分担による協働を推進していくことが重要。このため、道内６地域において

産学官金等の関係者による意見交換会を定期的に行い、各地域における取組を推進するもの。 

 ■ 平成 29年度は、現行の「新北海道科学技術振興戦略」の計画期間が満了することから、次

期科学技術振興計画（検討案）を中心テーマとし、意見交換を行う。 

 

２ 参集範囲 ～地域における産学官金等の関係者 

 ■ 企業・関係団体、大学・高専等、金融機関、公設試、市町村、道(振興局・本庁) 

■ 座長は、各地域の北海道科学技術審議会委員とする。 

 

３ 意見交換の内容 

■ Ｈ28年度地域懇談会等における意見等について（対応状況など） 

■ 次期科学技術振興計画(検討案)について 

 ■ 地域における産学官金連携の取組方向（研究開発の推進状況や成果の活用など） 

 

４ 開催日程 

 

地域 日時 開催場所 座長(審議会委員) 

■函館 7月 13日(木)15時～ 渡島総合振興局 美馬委員(はこだて未来大教授)  

■室蘭・苫小牧 7月 18日(火)15時～ 胆振総合振興局 那須委員(室工大 知の拠点推進室長) 

■旭川 7月 26日(水)15時～ 上川総合振興局 高井委員(旭川医大 副学長) 

■北見・網走 7月 13日(木)15時～ 北見市民会館 鈴木委員(北見工大 社会連携推進センター長） 

■十勝 7月 14日(金)10時～ 十勝総合振興局 井上委員(帯畜大 副学長) 

■釧路 7月 19日(水)16時～ 釧路市生涯学習ｾﾝﾀｰ 佐野委員(釧路公立大 地域経済研究センター長) 

※各回とも、所要２時間程度 

 

５ 開催結果の活用 

 ■ 懇談会における意見等については、科学技術審議会で報告するとともに、次期科学技術振興

計画の検討に反映する。 

■ また、道をはじめ関連機関の施策検討などに当たって活用する。 

資料３ 



～大学や研究機関、産業支援機関などを核として、産学官金の連携が進められている道内６地域における取組方向～

函 館 地 域

北海道大学大学院
水産科学研究院

公立はこだて未来大学

函館工業高等専門学校

函館地域産業振興財団
（道立工業技術センター）

道総研函館水産試験場

産学官金の連携の姿

北海道教育大学函館校

函館国際水産・
海洋都市機構

函館市産業支援センター

地域企業・事業者

金融機関

業界団体

道総研道南農業試験場

【これまでの主な取組】

〇 函館国際水産・海洋都市構想(H15.3策定､H21.6改訂)に

よる水産・海洋に関する学術研究機関の集積と連携

〇 ダルス等の未利用海藻等を活用した製品開発などマリン

バイオクラスター形成に向けた取組

〇 食品の付加価値向上や安全性などにおける共同研究等各

種試験研究の実施

〇 特区制度における金融支援や財政支援の活用

〇 サイエンス・サポート函館による｢はこだて国際科学祭｣、

｢はこだて科学寺子屋｣、｢はこだて科学網｣の運営

〇 「キャンパスコンソーシアム函館」による合同公開講座

の開催など

【今後の基本的な推進方向（案）】

● 函館国際水産・海洋都市構想の推進

● 水産・海洋分野を中心とした研究開発の推進

● 地元産業への応用などＡＩに関する研究開発の推進

● 北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の推進

● 研究成果の企業への移転及び事業化・実用化の推進

● 産業ニーズや地域課題に対応した技術支援

● 関係機関の連携による科学技術理解増進の取組の推進

● 地域産業を支える担い手の育成・確保

市・振興局

更
な
る
充
実
・強
化

全道的中核機関
（道総研本部・ＨＳＣ・ﾉーｽﾃｯｸ財団）

例①



室蘭工業大学

苫小牧市テクノセンター

苫小牧工業高等専門学校室蘭テクノセンター

産学官金の連携の姿

千歳科学技術大学

地域企業・事業者

金融機関

業界団体

～大学や研究機関、産業支援機関などを核として、産学官金の連携が進められている道内６地域における取組方向～

室蘭・苫小牧地域

【これまでの主な取ものづくり創出組】

〇 「支援事業」をはじめとした、地域の中小企業の設備導

入や研究開発、人材育成を支援

〇 室蘭工大、室蘭市などによる水素利用の技術開発

〇 先進国型シップリサイクル構築に係る研究開発、実証事

業の実施

〇 苫小牧沖でのＣＣＳ実証プロジェクトの実施

〇 航空宇宙分野での民間企業や大学等との共同研究の実施

〇 大学教員と企業との情報交換等の交流の実施

〇 地(知)の拠点大学による地方創生推進事業｢ものづくり･

人材｣が拓く｢まち･ひと･しごとづくり｣の推進などによる

地域に必要な人材の育成・確保

【今後の基本的な推進方向(案)】

● ものづくり分野での研究開発の推進

● 産業ニーズや地域課題に対応した技術支援

● 研究成果の企業への移転及び事業化・実用化の推進

● 水素利用の促進など環境・エネルギー拠点の形成

● 航空宇宙に関する研究開発の推進

● 産学交流プラザ「創造」による連携促進

● 地(知)の拠点大学による地方創生事業(ＣＯＣ＋)の推

進などによる地域産業を支える担い手の育成・確保

市・振興局

更
な
る
充
実
・強
化

道央産業振興財団

全道的中核機関
（道総研本部・ＨＳＣ・ﾉーｽﾃｯｸ財団）
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